
様式１－１

１.フェーズ別の計画及び取組状況

フェーズ別の事業計画と取組状況、年度別の自己評価を記載してください。

当初計画から変更又は追加した取組がある場合は「取組状況」に取組を赤字で記載してください。また、計画変更申請をした場合は「取組状況」に承認日を赤字で記載してください。

計画の進捗の遅れや実施困難な事項がある等、自己評価が下位2つの場合には、課題（理由）とその対応を記載してください。計画通りに実施できており、その他課題がない場合に限り記載は不要です。
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リストから選択してください。

リストから選択してください。

定員減又は

学部等の廃

止

令和８年４月　４０人減員に係る届出予定

　

　

リストから選択してください。
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ェ
ー
ズ
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3-①令和9～12年　情報学部志願者・入学者確保のための広報活動

3-②令和9～12年　企業・自治体等との連携強化に向けた協議・実施

3-③令和9～12年　カリキュラム・授業内容・方法等に関するFDの実施

3-④令和9～12年　情報学部の教育研究環境の整備（図書購入等）

3-⑤令和9～12年　企業訪問、就職支援等の実施

フ
ェ
ー
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２ 

後
倒
し

フ
ェ
ー
ズ
１ 

後
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2-①令和8年　情報学部に関する施設（情報学部棟）の新築

2-②令和8年　情報学部設置認可申請中広報、認可後広報

令和９年４月　情報学部情報学科　開設予定（入学定員１００人、工学関係）

フ
ェ
ー
ズ
２

開設

又は定員増

学校種

【１】計画を実施していない。

新学部学科の設置計画に基づき、情報学部の設置を目指して令和５年度以降、情報分野の専任教員の確保に向け

て、本学専任教員を通じての教員募集や、教員公募を行ってきたが、新規採用が叶わず、必要な教員を確保できない状

況となった。そのため、新学部学科の設置計画を中断し、本事業に係る情報学部の設置を取りやめることを令和６年度第

４回理事会（令和６年７月２９日開催）において決定した。その後、令和6年12月2日付で、「大学・高専成長分野

転換支援基金助成金に係る事業廃止承認申請書」を提出し、令和6年12月4日付で、事業廃止が承認された。

リストから選択してください。

自己評価、課題（理由）とその対応

【２】計画を十分には実施していない。

情報学部情報学科について、競争環境や学生募集状況、開設準備課題等を踏まえて、実施計画を改めて検討しており、

当初の計画どおりには十分には進んでいない。

事業計画名 大阪経済法科大学　情報学部の新設大学 大阪府都道府県

大学・高専機能強化支援事業（支援１：学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援）

実施状況報告書

選定年度

大学名

令和5年度

大阪経済法科大学
設置等組織名 情報学部情報学科

F127310108161

私立

学校コード

設置区分

　

リストから選択してください。

リストから選択してください。

　

リストから選択してください。

　

　

令和８年３月　情報学部情報学科　設置認可申請予定

事業計画 取組状況

認可申請

又は届出

事業期間

1-①令和5～7年　情報学部の養成する人材像・学修目標・カリキュラム等の具体化

　　　（専門家へのヒアリング調査、他大学調査等を含む）

1-②令和5～7年　情報学部の教室・研究室等を備えた情報学部棟の設計・工事

1-③令和5～7年　情報学部設置のための教育ニーズ及び人材ニーズの調査

1-④令和5～7年　企業・自治体等との連携強化に向けた協議

1-⑤令和5～7年　情報学部設置構想広報

1-⑥令和7年　　　情報学部に関する専門図書の整備

1-①令和5～6年　情報学部の養成する人材像・学修目標・カリキュラム等の具体化

　　　（専門家へのヒアリング調査、他大学調査等を含む）

1-②令和5～6年　情報学部の教室・研究室等を備えた情報学部棟の設計検討

1-③令和5～6年　情報学部設置のための教育ニーズ及び人材ニーズの調査

1-④令和5～6年　企業・自治体等との連携強化に向けた検討

1-⑤令和5～6年　情報学部設置構想広報の検討

1-⑥令和7年　　　情報学部に関する専門図書の検討（未実施）

本事業計画に係る「事業廃止承認申請書」を提出し、廃止決定（承認日：令和6年12月4日）
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